
東京大学地震研究所規則 
平成１６年４月１日 

役員会議決 
東大規則第６７号 

沿革 
（趣旨） 

第１条 この規則は、東京大学基本組織規則（以下「基本組織規則」という。）に定めのあ
るもののほか、東京大学に附置する地震研究所の組織に関し必要な事項について定める。 
（目的） 

第２条 東京大学地震研究所（以下「研究所」という。）は、地震及び火山噴火の現象の解
明及び予知並びにこれらによる災害の防止及び軽減に関する研究を行うことを目的とす
る。 

２ 研究所は、学校教育法施行規則（昭和２２年文部省令第１１号）に定める共同利用・共
同研究拠点として、他大学の教員その他の者で研究所の目的たる研究と同一の研究に従
事するものにその施設を利用させることができる。 
（教授会） 

第３条 研究所に、教授会を置く。 
２ 教授会は、研究所に関する重要事項を審議し、及び基本組織規則又はその他の規則によ
りその権限に属する事項を行う。 

３ 前２項のほか、教授会の組織その他必要な事項については、別に定める。 
（所長） 

第４条 研究所に、所長を置く。所長は、研究所に関する校務をつかさどり、その他基本組
織規則の定める職務を行う。 

２ 所長の任期は、２年とする。 
３ 前２項のほか、所長に関し必要な事項については、別に定める。 
（副所長） 

第５条 研究所に、副所長２名以内を置く。副所長は、所長の職務を助ける。 
２ 副所長に関し必要な事項については、別に定める。 
（研究部門） 

第６条 研究所に、次に掲げる研究部門を置く。 
数理系 
地球計測系 
物質科学系 
災害科学系 
（附属研究施設） 

第７条 研究所に、基本組織規則第４４条の規定に基づき、次に掲げる附属の研究施設を置



く。 
地震発生予測研究センター 
火山噴火予知研究センター 
海半球観測研究センター 
高エネルギー素粒子地球物理学研究センター 
計算地球科学研究センター 
地震火山研究連携センター 
観測開発研究センター 
日本列島モニタリング研究センター 

２ 前項のほか、研究所に必要に応じ附属施設を置くことができる。 
（協議会） 

第８条 研究所に、東京大学地震研究所協議会（以下「協議会」という。）を置く。 
２ 協議会の組織及び運営に関する事項は、別に定める。 
（共同利用委員会） 

第９条 研究所に、東京大学地震研究所共同利用委員会（以下「委員会」という。）を置く。 
２ 委員会の組織及び運営に関する事項は、別に定める。 
（地震火山観測研究推進協議会） 

第１０条 研究所に、地震火山観測研究推進協議会（以下「地震火山協議会」という。）を
置く。 
２ 地震火山協議会の組織及び運営に関する事項は、別に定める。 
（拠点間連携共同研究委員会） 

第１１条 研究所に、東京大学地震研究所拠点間連携共同研究委員会（以下「連携委員会」
という。）を置く。 

２ 連携委員会の組織及び運営に関する事項は、別に定める。 
（事務組織） 

第１２条 研究所の事務を処理するための組織については、別に定める。 
（細則への委任） 

第１３条 この規則に定めるもののほか、この規則を実施するために必要な事項について
は別に定める。 

 
附 則 

１ この規則は、平成１６年４月１日から施行する。 
２ 東京大学地震研究所規則（昭和３７年１１月２０日制定）は、廃止する。 

附 則 
この規則は、平成１８年４月１日から施行する。 

附 則 



この規則は、平成１８年５月１日から施行する。 
附 則 

この規則は、平成２１年４月１日から施行する。 
附 則 

この規則は、平成２２年４月１日から施行する。 
附 則 

この規則は、平成２４年４月１日から施行する。 
附 則 

この規則は、平成２６年６月２６日から施行する。 
附 則 

この規則は、令和元年９月１日から施行する。 
附 則 

 この規則は、令和６年４月１日から施行する。 
附 則 

 この規則は、令和７年４月１日から施行する。 
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